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歳出総額  98億852万8千円歳出総額  98億852万8千円 歳入総額 106億3,597万8千円歳入総額 106億3,597万8千円

一般会計
歳出総額
98億852万
8千円

一般会計
歳入総額
106億3,597万
8千円

町税
５３億６，９５７万
７千円

（50.5%）

その他
５億７，３１１万５千円（5.3%）

町債 
１０億１，００５万

１千円　 
（9.5%） 　　国庫支出金

１１億６，７８６万
６千円

（11.0%）

諸収入 １億８，９９１万８千円（1.8%）

衛生費
９億５７７万円
（9.2％）

民生費
２９億６，０８９万７千円

（30.2％）

教育費  
１４億５，４３７万４千円

  （14.8％）総務費
１２億８，６５１万
１千円

（13.1％）

　 土木費
１２億７，７８１万
６千円

（13.0％）

公債費
９億２，０４７万２千円

（9.4％）

消防費 
６億６３５万円（6.2％）

商工費 ３，４１１万円（0.3％）

諸支出金 ２，２７５万６千円（0.2％）

繰入金 １億６，６３０万９千円（1.6%）

平成
22年度

分担金及び負担金…… １億４，７７９万２千円
使用料及び手数料…… １億２，３８２万９千円
地方譲与税………………… １億５７万８千円
財産収入…………………… ８，２３４万７千円
地方特例交付金…………… ５，１９３万３千円
自動車取得税交付金……… ２，６３８万３千円
利子割交付金……………… １，７８８万８千円
配当割交付金……………… １，１５１万４千円
交通安全対策特別交付金…… ６８９万８千円
株式等譲渡所得割交付金………  ３８５万円
寄附金………………………… １０万３千円

その他 内訳

町税 内訳

県支出金
７億２，７４５万５千円（6.8%）

地方交付税
８億６，９３７万５千円（8.2%）

特別会計の状況 ６つの特別会計の各決算額は次の通りです。

経常収支比率の好転経常収支比率の好転

経常一般財源収入（経常的に入ってくる一般財源）

給料、ボーナス、年金などの収入
家賃、光熱水費、食費、ローン返済金など支出

経常的経費充当一般財源
（経常的に支払われる経費に充てられた一般財源）

Ｂ経常的経費充当一般財源
経常収支比率Ｂ／Ａ

Ａ経常一般財源収入
経常収支比率の推移

経常収支
比率（%）

家計に例えれば

＝ × 100

99.1％（Ｈ21年度）⇒82.8％（Ｈ22年度）

平成22年度の財政健全化判断比率・資金不足比率

特別会計区分

国民健康保険事業

財産区

老人保健医療事業

下水道事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

（合　　計）

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

水道事業会計
下水道事業特別会計

播磨町 経営健全化基準
20.0％
20.0％

※赤字額がない場合、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」と表示します。
※将来負担比率については、算定されない場合「－」と表示します。

※資金不足が生じない場合は「―」と表示します。

播磨町

―
―

―
―
3.8％
―

14.29％
19.29％
25.0％
350.0％

20.00％
35.00％
35.0％

健全化判断比率

資金不足比率

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額

４１億５，８１２万７千円

１２億８，５３２万５千円

２１万５千円

９億６，０７１万５千円

１５億６，３５６万８千円

２億６，３８４万５千円

８２億３，１７９万５千円

３９億４，９７２万９千円

１億２，０６０万１千円

２１万５千円

９億６，０７１万５千円

１５億２，９２４万２千円

２億５，７６６万６千円

６８億１，８１６万８千円

２億８３９万８千円

１１億６，４７２万４千円

０円

０円

３，４３２万６千円

６１７万９千円

１４億１，３６２万７千円

繰越金 ２億７，８２２万１千円（2.6%）

地方消費税交付金
２億８，４０９万１千円（2.7%）

労働費
１億３，６６８万１千円（1.5％）

議会費  １億３，２９８万５千円（1.4％） 農林水産業費  ６，９８０万６千円（0.7％）

町税
53億6,957万
7千円

都市計画税
４億４，５１０万５千円（8.3%）

町たばこ税
１億４，８０７万７千円（2.8%）

軽自動車税
４，４８１万３千円（0.8%）

  町民税
２１億５，５８３万円
（40.1%）

早期健全化基準 財政再生基準
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82.881.7 84.1 83.8 86.9 85.8 86.5
90.1

94.1

82.884.1 83.8 85.8
94.1

99.1

固定資産税
２５億７，５７５万２千円
　　（48.0%） 

固定資産税
２５億７，５７５万２千円
　　（48.0%） 

『経常収支比率』とは…
　経常収支比率とは、人件費や公債費など経常的な支出に対して、 町
税などの経常的収入がどの程度充当されているかを示すもので、この
比率が低いほど自由に使えるお金の割合が多くなり、財政構造の弾力
性が高いといえます。

　上のグラフは、これまでの経常収支比率の推移を折れ線で表記し、「経
常一般財源収入」と「経常的経費充当一般財源」を棒グラフで表したもの
です。これを見ますと、分子にあたる「経常的経費充当一般財源」は、ほ
ぼ横ばいで推移していますが、分母の「経常一般財源収入」については
年度間で大きなばらつきがあることがわかります。つまり、人件費、
扶助費、公債費などの経常的な経費については、ほぼ一定に推移して
きており、急激な増減はありませんが、経常的に入ってくる町税や普
通交付税などの歳入については、年度によって大きく変化しており、
これにより経常収支比率が大きく影響を受けていることがわかります。
　これが、顕著に現れたのが今回の決算で、これまでで最も経常収支
比率の高かった昨年度と比べると、経常的な経費についてはどちらも
約58億円前後でほぼ同じですが、経常的に入ってくる町税や普通交付
税などについては、昨年度が約58億８千万円に対し、今年度は約70億
円と大きく増加したことにより分母の値が大きくなり、経常収支比率
が、大きく好転する結果となりました。

＜歳入＞町税…所得にかかる町民税や土地・建物に係る固定資産税など　国庫支出金、県支出金…事業を行うための国 や県からの負担金や補助金　町債…事業を行うために借り入れたお金　繰入金…各種基金（預金）から一般会計へ繰り入れたお金
＜歳出＞民生費…高齢者や障がい者、児童のための福祉など　総務費…財産管理や企画・税務事務など　教育費…学校 や公民館の整備など　土木費…道路や公園の整備など　公債費…町債（借入金）の返済など　衛生費…ごみ・し尿処理や予防接種など 

消防費…消火・水防活動など　労働費…労働者への福利厚生など　議会費…議会の運営など　農林水産業費 …農業・水産業の振興など　商工費…産業の振興や観光など
用語解説

　

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
は
私
た
ち
の
生
活
を
よ
り
良
く
す
る
た
め
に
い
ろ
い
ろ
な
形
で
使

わ
れ
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成
22
年
度
決
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼
問
合
せ　

総
務
グ
ル
ー
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「
年
度
」
と
「
決
算
」

　

会
計
は
、
4
月
か
ら
翌
年
3
月
ま
で
の

「
年
度
」で
区
切
ら
れ
て
い
ま
す
。「
決
算
」

は
、
そ
の
年
度
に
お
い
て
ど
れ
だ
け
の
収

入
が
あ
り
（
歳
入
）、
そ
れ
が
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
た
の
か
（
歳
出
）
を
分
類
し
て

集
計
し
た
も
の
で
す
。

　

会
計
の
仕
組
み

　

播
磨
町
の
会
計
は
、
大
き
く
分
け
て
私

た
ち
の
生
活
に
最
も
関
わ
り
の
深
い
「
一

般
会
計
」
と
特
定
の
収
入
を
基
に
特
定
の

事
業
を
行
う
「
特
別
会
計
」
と
に
分
け
ら

れ
ま
す
。

　

一
般
会
計
で
は
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
ら

れ
た
税
金
や
国
や
県
か
ら
の
補
助
金
が
主

な
収
入
で
、
道
路
や
施
設
の
整
備
、
教
育

や
福
祉
事
業
な
ど
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
に
使

う
お
金
は
、
こ
の
会
計
か
ら
支
払
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
は
、
そ
の
目
的
の
事
業
に
の

み
お
金
が
使
わ
れ
、
播
磨
町
で
は
、
国
民

健
康
保
険
、
財
産
区
、
老
人
保
健
医
療
、

下
水
道
、
介
護
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療

な
ど
特
別
会
計
は
６
つ
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
決
算

　

平
成
22
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、

歳
入
（
収
入
）
が
１
０
６
億
３
５
９
７
万

８
千
円
、
歳
出
（
支
出
）
が
９
８
億
８
５

２
万
８
千
円
で
、
差
し
引
き
８
億
２
７
４

５
万
円
と
な
り
、
こ
れ
か
ら
翌
年
度
（
平

成
23
年
度
）
へ
持
ち
越
す
９
６
１
万
円
を

除
く
と
、
実
質
８
億
１
７
８
４
万
円
の
黒

字
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳　

入

　

歳
入
に
つ
い
て
は
、
総
額
１
０
６
億
３

５
９
７
万
８
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て

４
億
５
２
９
０
万
円
、
4.5
％
の
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た

だ
い
た
町
税
（
町
民
税
・
固
定
資
産
税
・

軽
自
動
車
税
・
町
た
ば
こ
税
・
都
市
計
画

税
）
は
、５
３
億
６
９
５
７
万
７
千
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
て
約
３
億
円
、
5.9
％
の
増

収
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
要
因
は
、
個
人

町
民
税
で
は
約
１
億
２
千
万
円
の
減
収
と

な
る
も
の
の
、
法
人
町
民
税
に
お
い
て
約

３
億
円
の
増
、
固
定
資
産
税
で
約
１
億
２

千
万
円
の
増
と
な
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因

で
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
１
１
億
６
７
８
６
万

６
千
円
で
前
年
度
に
比
べ
て
約
２
千
万
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
新
た
に

創
設
さ
れ
た
子
ど
も
手
当
の
負
担
金
の
交

付
に
よ
る
増
加
要
因
は
あ
る
も
の
の
、
昨

年
度
に
実
施
さ
れ
た
定
額
給
付
金
よ
る
補

助
金
が
な
く
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

町
債
（
町
の
借
金
）
に
つ
い
て
は
、
１

０
億
１
０
０
５
万
１
千
円
で
、
約
４
億
６

千
万
円
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
主
な

も
の
は
、
普
通
交
付
税
か
ら
の
振
替
に
よ

る
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
が
７
億
９
４

９
５
万
１
千
円
、
防
災
行
政
無
線
更
新
等

に
よ
る
消
防
施
設
整
備
事
業
債
の
発
行
が

１
億
１
７
８
０
万
円
と
な
っ
て
お
り
、
平

成
22
年
度
末
の
地
方
債
残
高
は
、
約
８
９

億
９
２
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
８
億
６
９
３
７
万
５

千
円
で
、約
５
億
３
千
万
円
の
増
額
で
す
。

こ
れ
は
、
普
通
交
付
税
が
昨
年
度
に
比
べ

て
約
５
億
円
も
の
大
幅
な
増
額
と
な
っ
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

町
の
貯
金
で
も
あ
る
基
金
か
ら
の
繰
入

金
は
、
１
億
６
６
３
０
万
９
千
円
で
、
う

ち
一
般
会
計
の
歳
入
不
足
を
補
う
財
政
調

整
基
金
か
ら
の
繰
入
は
、
１
億
３
０
２
０

万
６
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
約
１
１

億
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
平

成
22
年
度
末
の
財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
、

約
４
７
億
３
６
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳　

出

　

歳
出
は
、
総
額
９
８
億
８
５
２
万
８
千

円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
３
億
３
６
７
万

１
千
円
、
3.2
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
中
で
、
最
も
支
出
の
多
か
っ
た
の

は
「
民
生
費
」
で
２
９
億
６
０
８
９
万
７

千
円
、
全
体
の
30
・
２
％
を
占
め
、
健
康

い
き
い
き
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
運
営
や
障
が

い
者
、
高
齢
者
な
ど
の
社
会
福
祉
事
業
に

約
１
４
億
４
６
０
０
万
円
、
乳
幼
児
等
の

医
療
費
の
助
成
や
保
育
園
の
運
営
に
加
え
、

新
た
に
創
設
さ
れ
た
子
ど
も
手
当
の
支
給

経
費
な
ど
の
児
童
福
祉
事
業
に
約
１
５
億

１
１
０
０
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　

次
に
多
い
の
が
「
教
育
費
」
で
１
４
億

５
４
３
７
万
４
千
円
、
全
体
の
14
・
８
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
小
・
中
学
校
関
係
に

約
５
億
６
１
０
０
万
円
、
幼
稚
園
関
係
に

約
３
億
３
２
０
０
万
円
、
公
民
館
・
コ
ミ

セ
ン
・
図
書
館
な
ど
の
運
営
や
人
権
教
育

の
充
実
な
ど
社
会
教
育
関
係
に
約
２
億
８

６
０
０
万
円
、
そ
し
て
ス
ポ
ー
ツ
施
設
関

係
に
約
４
４
０
０
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　
「
総
務
費
」
は
１
２
億
８
６
５
１
万
１
千

円
、
全
体
の
13
・
１
％
を
占
め
、
町
の
全

般
的
な
管
理
事
務
経
費
で
あ
る
総
務
管
理

費
に
約
１
０
億
６
２
０
０
万
円
、
税
の
賦

課
徴
収
等
の
費
用
の
徴
税
費
に
約
１
億
３

３
０
０
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　
「
土
木
費
」
は
、
１
２
億
７
７
８
１
万
６

千
円
で
全
体
の
13
・
０
％
を
占
め
、
都
市

公
園
の
維
持
管
理
や
下
水
道
事
業
会
計
へ

の
繰
出
な
ど
都
市
計
画
費
と
し
て
約
６
億

６
７
０
０
万
円
、
町
道
浜
幹
線
な
ど
の
道

路
の
新
設
改
良
事
業
を
含
む
道
路
橋
梁
費

に
約
５
億
１
５
０
０
万
円
を
支
出
し
ま
し

た
。

　
「
公
債
費
」
は
、
９
億
２
０
４
７
万
２
千

円
で
全
体
の
9.4
％
を
占
め
、
各
種
施
設
の

建
設
・
改
修
等
の
た
め
に
借
り
入
れ
た
お

金
の
返
済
に
使
い
ま
し
た
。

4
広報はりま 23.11

5
広報はりま 23.11


